様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 令和 ３年 ３月 １６日
　
　　経済産業大臣　殿
（かぶしきがいしゃのむらそうごうけんきゅうしょ）
                              株式会社 野村総合研究所 
（このもと　しんご）
                              代表取締役会長兼社長　　此本　臣吾     印
住所　〒100-0004　東京都千代田区大手町１－９－２
大手町フィナンシャルシティグランキューブ
法人番号　4010001054032　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	1 長期経営ビジョン「Vision2022」
2 統合レポート2020

	公表日
	1 　2016年　4月　27日
https://ir.nri.com/jp/ir/news.html
2 　2020年　9月　 7日　　　　　　　　　https://ir.nri.com/jp/ir/news.html

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	・2016年3月期決算発表にて公表
[bookmark: _GoBack]https://ir.nri.com/jp/ir/library/financial/main/013/teaserItems1/0/linkList/04/link/File653895570.pdf
・ホームページにて公表
https://www.nri.com/jp/company/vision
・「統合レポート2020」にて公表
P.42-43（Vision2022とNRIの目指すサステナビリティ経営）にて公表
https://ir.nri.com/jp/ir/library/report/main/05/teaserItems2/00/link/AR2020_print.pdf

	記載内容抜粋
	社会の急速なデジタル化によりビジネスを変革するDXが進展し、ビジネスとITを一体支援して変革を導くパートナーが求められている。そうした環境を踏まえ策定した長期経営ビジョン「Vision2022」においては、持続的成長と持続可能な未来づくりを両立させる、「サステナビリティ経営」を推進する。また、独自の「コンソリューション」モデルを通じて、お客様の課題解決、未来社会づくりに貢献する。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	長期経営ビジョン「Vision2022」は2015年12月11日取締役会にて報告・承認



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	NRIグループ中期経営計画（2019-2022）

	公表日
	　　　　2019年　4月　25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「NRIグループ中期経営計画(2019-2022)」 
P.7-14(成長戦略)にて公表https://ir.nri.com/jp/ir/management/plan/main/0/link/190425chukei.pdf

	記載内容抜粋
	「NRIグループ中期経営計画(2019-2022)」にて、テクノロジーを活用し顧客のビジネスモデルやプロセス変革を行う「DX戦略」、グローバルでDXのIPを獲得する「グローバル戦略」、新卒採用の強化やスペシャリストのキャリア採用拡大、DX戦略を支える人材へのスキル転換・育成、DXなどの技術を保有するパートナーとの連携の拡充などを図る「人材・リソース戦略」を策定。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	「NRIグループ中期経営計画(2019-2022)」は2019年1月10日　取締役会にて決議



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	①「統合レポート2020」
P.73（コーポレート・ガバナンス体制）にて公表
https://ir.nri.com/jp/ir/library/report/main/05/teaserItems2/00/link/AR2020_print.pdf
②「NRIグループ中期経営計画(2019-2022)」 
P.14 (人材・リソース戦略)にて公表
https://ir.nri.com/jp/ir/management/plan/main/0/link/190425chukei.pdf
③「NRIのデジタルトランスフォーメーション」
P.6-7（企業の枠を超えた共創への取り組み）にて公表
https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/company/whats/story6/NRI_journal_DX2020.pdf

	記載内容抜粋
	1 DX戦略を社長直轄で推進する「DX事業推進会議」を設置
2 キャリア採用の強化、DX人材の戦略的な育成およびスキル転換、DXの技術・ノウハウを保有する開発パートナーを拡大する「人材・リソース戦略」を策定
3 さまざま企業との協業を通じた事業の推進



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	1 プレスリリース(2016/7/28)「NRIデジタル株式会社を設立」
https://www.nri.com/-/media/Corporate/jp/Files/PDF/news/newsrelease/cc/2016/160728_2.pdf
①「2020年3月期決算プレゼンテーション」　
P.27（DXビジネスの創出拡大）にて公表
https://ir.nri.com/jp/ir/library/financial/main/00/teaserItems2/06/linkList/0/link/200428_presentation.pdf
② 「NRIグループ中期経営経営計画2019-2022」 
P.9-10 (DX戦略）にて公表
https://ir.nri.com/jp/ir/management/plan/main/0/link/190425chukei.pdf

	記載内容抜粋
	1 コンサルティングとITソリューションの機能を統合したNRIデジタルを設立し、人材と案件を移管
2 業務プロセス変革に寄与するDXを「DX1.0」、ビジネスモデルそのものを変革するDXを「DX2.0」と定義し、DXビジネスの実現を推進



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	NRIグループ中期経営計画（2019-2022）

	公表日
	　　　　2019年　4月　25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	「NRIグループ中期経営計画（2019-2022）」
P.20 数値目標（テーマ別売上高）
https://ir.nri.com/jp/ir/management/plan/main/0/link/190425chukei.pdf

	記載内容抜粋
	連結売上高に占めるDX関連売上高の割合を2022年に約75%へ拡大



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	1 　2020年　9月　7日
2 　2020年 10月  5日

	発信方法
	1 「統合レポート2020」
P14-15（トップメッセージ）
https://ir.nri.com/jp/ir/library/report/main/05/teaserItems2/00/link/AR2020_print.pdf
2 「未来創発フォーラム2020」（2020/10/5開催）https://www.nri.com/jp/news/event/lst/2020/cc/mirai_forum/2020

	発信内容
	1 
・中期経営計画のもと、DX戦略を着実に推進します。DX戦略では、DXビジネスの収益性を高めることを目的とした「デジタルIP」の獲得も大きな進展を見ることができました。ビジネスプラットフォーム戦略においても、金融プラットフォーム事業の強化に向けた足場固めなど、着実に前進しています。
・人事戦略では、DX人材を社内でも戦略的に育成を行っています。育成プログラムを創設し、DXビジネスに関連する能力開発を全社横断的に強力に推進しています。
2 コロナ禍がもたらしたパラダイムシフトにより、日本企業がビジネスモデルの変革を迫られている。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2020年　5月頃　～　2020年　10月頃


	実施内容
	IPAの「DX推進指標」自己診断結果入力サイトを使用



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2020年　4月頃　～　2020年　12月頃


	実施内容
	情報セキュリティマネジメントに関して毎年データセンターおよびクラウドサービス対して内部監査、外部審査を行い、ISO27001(情報セキュリティ)、ISO27017(クラウドサービスセキュリティ)を取得。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。

様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

